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法定休⽇のルール 簡単まとめ

労働基準法（以下「労基法」）第35条は、使⽤者に対し「毎週少くとも⼀回」または「四週間を通じ四⽇以上」の休⽇付与を義務付けていま
す。この規定は正社員、パート、アルバイト等すべての労働者に適⽤されます。休⽇は原則として暦⽇、すなわち午前0時から午後12時までの連
続24時間です。

法定休⽇の原則

労基法第35条は休⽇の特定まで要求していませんが、⾏政通達は就業規則等で具体的に法定休⽇を特定することを推奨しています。これにより割
増賃⾦計算の明確化が図れます。

特定しない場合、例えば週休2⽇制（⼟⽇休み、暦週⽇曜起算）では⼟曜⽇が、4週4休制ではその休⽇労働により4⽇間の休⽇確保が不可能とな
る⽇が法定休⽇として扱われることがあります。

法定休⽇の特定

法定休⽇に労働させるには、事前に36協定を締結し労働基準監督署へ届け出る必要があります。法定休⽇労働には、通常の賃⾦の3割5分（35%）
以上の割増賃⾦の⽀払いが義務付けられています。

法定休⽇の割増賃⾦
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法定休⽇のルール 簡単まとめ

法定休⽇を適切に与えない等、労基法第35条に違反した場合、同法第119条に基づき「6ヶ⽉以下の懲役または30万円以下の罰⾦」が科される可
能性があります。

違反時の罰則

特徴 振替休日 代休

指定 事前に労働日と休日を特定し振替 休日労働の事後に代償として付与

割増賃金
休日労働分は不要 

（振替で週40H超過時は時間外割増要）
休日労働分（35%以上）は必要

根拠等

就業規則に振替規定、事前通知

※休⽇の振替を⾏った場合に、上記の週40ｈ超が発⽣
する場合には36協定が必要。
代休付与では休⽇労働扱い（割増賃⾦⽀払）のため、
36協定が必須。

就業規則等に定めがあれば望ましい


